
原子力規制委員会(NRC)の改革
目的：規制障壁の削減と国内原子力産業支援を意図したNRCの文化、組織、人事、規則等の改革
・文化の改革：NRCの使命は安全確保に加え「原子力の促進」
・構造の改革：迅速な許認可処理と革新的技術の採用促進のため、NRCを再編成(新規原子炉許認可

以外は人員削減の可能性)
・規制・制度の見直し

✓NRC規則及びガイダンス文書の見直し・全面改訂
✓新規則等を作成する20人から成る専門チームの創設
✓9か月内の改訂案公告、18か月内の最終規則・ガイダンス発行

・許認可の迅速化：
✓新たな原子炉の建設・運転申請の最終決定は18か月内
✓既存炉の運転継続申請の最終決定は1年内
✓国防総省(DoD)又はエネルギー省(DOE)が試験を行った原子炉について、迅速な許認可プロセスの
整備

・技術基準・監視制度の見直し
✓科学的根拠に基づく放射線限度値の採用
✓原子炉の監視プロセス及び保安規則の継続的な改訂

国家安全保障のための先進原子炉の展開
目的：軍事基地、国立研究所、国家安全保障関連施設等の「重要防衛施設」において、信頼性及び強
靭性の高い電源として先進原子炉を導入する。あわせて、民間による先進原子炉開発及び投資を促進し、
連邦所有のウラン、プルトニウム、研究開発インフラ等を戦略的に活用する
・国防総省(DoD)の取組：DoDは、遅くとも2028年9月30日までに、国内の軍事施設において陸軍が規

制する先進原子炉の運転開始を目指す。また、240日内に、原子炉及び使用済燃料に係る立法案及び
規制措置に関する勧告をホワイトハウスへ提出する
・エネルギー省(DOE)：DOEは、データセンターの稼働目標に合わせて、最初の先進原子炉を30か月内に

稼働させることを目指す。また、90日内に、DOE在庫の中から原子炉燃料としてリサイクル又は加工可能な
ウラン及びプルトニウムを特定し、20トン以上のHALEUバンクを創設する。さらに、国家安全保障上の義務
履行(核兵器、トリチウム生産、海軍原子炉)に必要な核物質及び燃料備蓄を維持する。

・原子炉の輸出促進：国務省(DOS)は、2029年1月までに、少なくとも20件の新たな原子力協力協定を
積極的に推進する。DOEは技術移転承認プロセスを迅速化する。また、大統領府の科学技術政策局
(OSTP)HA,

略を提示

4つの大統領令は、単なる発電量の増強にとどまらず、AI競争
や国防に直結する安定電源の確保、核燃料サイクルを含む国

内産業基盤の再建を通じた『米国のエネルギー支配
(American Energy Dominance)』の達成を目指すもの

原子力産業基盤の活性化
目的：米国のエネルギー支配の確立を支援するため、国内原子力産業基盤を再活性化し、核燃料供給
網、発電設備、人材基盤を総合的に強化する
• 国内の核燃料サイクルの強化： DOEは、
✓①240日内に、使用済燃料及び高レベル放射性廃棄物の管理並びに先進燃料サイクルの開発・展

開を支援する政策を記載した報告書を作成する。また、②120日内に、LEU、HEU及びHALEUの需
要を満たすため、国内のウラン転換及び濃縮能力の拡大計画を策定する

✓①には、ウランやプルトニウムの効率的利用、再処理技術の評価並びに廃棄物の効率的処分に関する
勧告を含む。また、②には、現行の余剰プルトニウムの希釈処分の原則見直し及び先進原子炉燃料製
造のため産業界が利用可能なプログラムの開発を含む

・余剰ウラン管理政策の更新：DOEは、90日内に余剰ウランの管理政策を更新し、申請日から3年内に、
適格試験炉又はパイロット・プログラム対象炉への燃料供給を行う燃料製造施設の開発プログラムを優先
的に実施する

・原子力発電所の再稼働、出力増強、新設の財政的支援：DOEは、既存の原子炉の出力を5GW増強
するとともに、2030年までに設計が完了した大型原子炉10基の建設を目標とする。また、180日内に、
補助金や融資等を通じ適格な先進原子力技術に優先的に資金を提供する。その他、職業訓練や教育
助成等を通じて、原子力人材育成を推進する

DOEでの原子炉の試験に係る改革
目的：先進原子炉の実証・商業化を加速し、米国内での原子炉建設及び量産体制を早期に確立するた
め、DOE主導による迅速な試験・建設・運転制度を整備するとともに、国立研究所及び民間部門を活用し
た実証基盤を強化する
・適格試験炉制度の創設：先進原子炉(SMR、マイクロリアクター、第3世代＋、第4世代原子炉等）を
より早期に国内商業展開へ移行させるため、「適格試験炉」(qualified test reactor、申請書提出から
2年内に運転開始が可能であることを示し、DOEの基準を満たした先進原子炉) の試験におけるDOEの
役割強化

・アイダホ国立研究所(INL)知見の活用：先進原子炉の設計、建設及び試験に関し、INLの知見を活
用

・国立研究所のプロセス改革：DOE施設において「適格試験炉」の運転開始を可能とする手続きの迅速
化を進める。DOEは60日内に、適格試験炉の定義を策定し、90日内に、適格試験炉の審査、承認、
設置を大幅に迅速化する規制改訂に着手する

・国立研究所外でのパイロット・プログラムの創設：国立研究所外において、DOE主導で原子炉の建設
及び運転を行うパイロット・プログラムを創設する。DOEは、同プログラム下で、少なくとも3基の原子炉につ
いて、2026年7月4日までの臨界達成を目標とし承認を進める

トランプ政権の原子力政策：4つの大統領令を発布 (2025.5.23)

等は、 90日以内に、商務省、輸出入銀行その他関係機関が原子力
輸出及び資金調達促進に果たす役割に関する国家戦略を提示する。

（2026.05.27更新） 84



トランプ政権の原子力政策：
DOEがまとめた米国トランプ大統領の原子力に係る4つの大統領令の9つの重要事項 (2025.6.10)

原子力産業基盤の活性化
・目的：左記の原子力ルネサンスと米国のエネルギー支配の

確立を支援する米国の原子力産業基盤の再活性化

1. 原子炉の許認可取得の迅速化：NRCは、DOE又は国防総省(DoD)によって安全性が確認された原子炉について、迅速な許認可取得を可能にする制度的枠組(Pathway)を構
築する。この取組には、NRCによる包括的な制度の見直しに加え、新規原子炉の建設及び運転許認可の審査・承認を18か月以内に完了させる目標設定が含まれる。 

2. 2050年までの発電容量拡大（100GW→400GW）：新たな原子炉技術の導入を加速し、米国の原子力発電容量を現在の100GWから2050年までに400GWへ拡大する
ことを目指す。既設原子炉の出力を5GW増強するとともに、再稼働や建設途中の原子炉への支援として、DOEの融資プログラム室(Loan Programs Office)の活用、サプライチェーン
強化、さらに2030年までの設計完了を目指す10基の新たな大型炉の建設等が含まれる。 

3. 迅速な原子炉試験基盤の整備：先進原子炉の試験期間を短縮するための包括的な計画の一環として、2026年7月4日までの臨界達成を目標に、国立研究所外で3基の試験炉
（パイロットプラント）の建設及び試験を提案している。DOEは、監督下にある原子炉プロジェクトの迅速な審査・承認を可能にするため、規制及びガイダンスの改訂を行うほか、許認
可・承認、リース等に係る環境評価の免除あるいは迅速化を図る。

4.AI及び軍事基地への原子炉設置：大統領はDOEに対し、AIデータセンターを重要防衛施設(CDF)として指定し、電力供給のための先進原子炉の立地、承認及び設置を進めるよう
命じた。DOEは遅くとも2027年10月までに、AI及びその他の重要インフラを支援する先進炉の建設・運転に向けた基盤構築を行う予定である。また、大統領はDoDに対し、軍事
施設における原子炉の建設及び今後3年以内の運転開始を命じるとともに、DOE及びDoDの両者に対し、閉鎖された原子炉を軍事用の小規模発電網の支援拠点（エネルギー・ハブ
）として再稼働、又は再利用する実現可能性の評価を指示している。

5.燃料のリサイクル及び再処理の模索：米国では1970年代以降、商用原子炉からの使用済燃料のリサイクルや再処理は実施されていないが、大統領令はこの状況の転換を図るものと
して、以下の施策を示している。
・ 商用軽水炉から発生する使用済燃料を、政府所有・民間運営の再処理・リサイクル施設へ効率的に移送する方法の確立
・ DOE及びDoDが管理する原子炉から生じる使用済燃料の再処理・リサイクルの評価と、回収物質の効率的利用に向けたプロセス改善の勧告
・ 余剰プルトニウム(Pu)の処理による先進炉燃料の製造と、廃棄物の恒久的処分方法の特定に向けたプログラムの策定

6.米国内での核燃料生産の拡大：トランプ大統領は、核燃料の国内生産の最大化を目指しており、サプライチェーンの構築により、外国産ウランへの依存を低減し、米国の原子力発電の
長期的拡大を図るとしている。そのため、DOE及び原子力産業界のコンソーシアムの支援を受け、ウランの採掘、濃縮、転換及び再転換能力の向上と使用済燃料のリサイクル・再処理に
重点を置く。またDOEは、管理施設内におけるAIインフラ向け電力供給を目的とした民間プロジェクトに対し、少なくとも20トンの高アッセイ低濃縮ウラン(HALEU)を供給可能な体
制整備を進めるとしている。

7.米国の原子力労働力の強化：米国の原子力関連労働人口の約60%は30～60歳代であり、大統領令は次世代の人材育成に向けた教育プログラムを強化するとしている。原子力
工学及び関連分野のキャリアは、連邦政府の投資の優先分野と位置付けられ、DOEは、大学で原子力工学を学ぶ学生に対し、国立研究所の研究開発インフラや専門知識へのアクセス
を提供する。

8. 使用済燃料管理の強化：トランプ大統領はDOE、DoD、運輸省(DOT)、行政管理予算局(OMB)の各長官に対し、安全で信頼性が高く持続可能な燃料サイクルの確立に向け、先
進燃料サイクル能力の開発と展開を考慮した使用済燃料管理及び高レベル廃棄物に関する国家政策の策定を勧告するよう命じた。 

9. 原子力輸出の拡大：トランプ大統領は、米国の原子力産業界が世界の原子力市場で競争力を持つことを目指しており、国務省及びDOEを含む関係省庁に対し、90日以内に原子
力プロジェクトへの資金増額及び原子力貿易促進のための戦略を策定するよう指示している。また、諸外国が米国の原子力技術を採用するよう、財政的・技術的支援を行うことを求
めている。そのマイルストーンの1つとして、第120議会（2027年1月3日～2029年1月3日）の閉会までに、少なくとも20件の新たな平和的目的の原子力協力協定（通称：123
協定）の締結を目指すとしている。 85（2026.05.27更新）



企業名 原子炉名 炉型 燃料

Aalo Atomics Inc. Aalo-X*

液体金属（ナトリウ
ム）冷却炉

酸化物ウラン燃料
（HALEU）

Antares Nuclear Inc. Mark-0 (R1マイクロ炉実証炉) ** TRISO燃料（HALEU）

Oklo Inc.
AURORA

金属燃料(HALEU)
AURORAの拡張型

Natura Resources LLC. MSRR
溶融塩冷却炉

溶融塩燃料（HALEU）
Terrestrial Energy Inc. IMSR 溶融塩燃料（LEU）
Atomic Alchemy Inc. VIPR®（多目的同位体生産炉） プール型軽水炉
Deep Fission Inc. DFBR-1

軽水炉(PWR） 酸化物ウラン燃料（LEU）
Last Energy Inc. PWR-5
Radiant Industries Inc. Kaleidos 高温ガス（ヘリウム）

冷却炉 TRISO燃料(HALEU)
Valar Atomics Inc. Ward 250**

DOEの「新型原子炉パイロットプログラム」で選択された企業10社と11の原子炉
2026年7月4日までに少なくとも3炉の臨界達成を目標

2026年6月

86

https://www.energy.gov/articles/department-energy-announces-initial-selections-new-reactor-pilot-
program、https://www.energy.gov/articles/department-energy-celebrates-first-advanced-reactor-
criticality?utm_source=chatgpt.com

トランプ政権の原子力政策：
米国内での先進炉導入及び核燃料供給確保に向けた動き-1

*設計及び安全審査を完了し、運転開始前の最終準備段階へ移行
**2026年6月、ゼロ出力臨界試験に成功
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トランプ政権の原子力政策：
米国内での先進炉導入及び核燃料供給確保に向けた動き-2

企業名 HALEUを使用する燃料

TRISO-X LLC.
• SMRの技術開発を行う米国のX-Energy社の子会社
• 2013年にテネシー州オークリッジでTRISO燃料（3重被覆層・燃料粒子）製造施設の建設を開始
• 同施設で製造されるTRISO燃料は、DOEが先進原子炉を2020年代末までに開発、建設、実証する「先進原子炉実証プログラム(ARDP)」 に指定したX-
Energy社の原子炉（ペブルベッド式高温ガス炉(HTGR)「Xe-100」、電気出力7.5万kW）に使用

Kairos Power LLC.
• Kairos Power社が開発するフッ化物塩冷却高温炉(KP-FHR)で使用するTRISO燃料
• なお、2025年9月、Kairos Power社は、BWXT社とTRISO燃料の商業生産に向けて協力することで合意。ニューメキシコ州アルバカーキの研究施設でペブ
ル製造を行い、将来的には自社炉「Hermes 2」や商業炉への供給を目指す

Radiant Industries Inc. • 自社のKaleidos（1,200kWe、ヘリウム冷却高温ガス炉）用のTRISO燃料
• Radiant Nuclear社に割り当てられたHALEUは、スタンダード・ニュークリア社に提供され、同社でTRISO燃料に加工

Westinghouse Electric 
Company LLC. • マイクロ炉「eVinci」（熱出力1.4万kW、定格電気出力0.5万kWのヒートパイプ冷却炉）用燃料

TerraPower LLC • 自社がGE日立・ニュクリアエナジー（GEH）社と開発するナトリウム冷却小型高速炉「Natrium」（34.5万kWe）用燃料
• 2024年6月、ワイオミング州で閉鎖予定の石炭火力発電施設の近くで、「Natrium」実証プロジェクトの起工式を開催

Antares Nuclear Inc. • DOEの「新型原子炉パイロットプログラム」に採用されているナトリウムヒートパイプ冷却R1マイクロ炉(5kWe)のTRISO燃料としてHALEUを使用

Standard Nuclear Inc.

• DOEの「新型原子炉パイロットプログラム」に採用されている原子炉やその他の TRISO 燃料を使用する原子炉燃料
• Standard Nuclear Inc.は、DOEの「燃料製造パイロットプログラム」に選定
• 2026年1月、オークリッジの施設で、DOEからHALEUを受領した旨を発表。なお、このHALEUは、DOEからRadiant Industries Inc.に割り当てられたもの
で、同社のKaleidos炉用のTRISO燃料を製造するもの（Radiant Industries Inc.は、アイダホ国立研究所(INL)の国立原子炉イノベーションセンター
(NRIC) が運営するマイクロ炉実験機の実証(DOME)テストベットでKaleidos炉の試験を実施する）

Abilene Christian 
University (ACU)

• ACUの原子力実験用試験研究所(Nuclear Energy eXperimental Testing Laboratory: NEXT Lab)」に建設予定のNatura Resources LLC.の
研究用溶融塩炉(Molten Salt Research Reactor: MSRR、1MWe)の燃料として使用。なお同炉は、DOEの「新型原子炉パイロットプログラム」の1つに
選定されている 

https://www.jaif.or.jp/journal/oversea/31836.html、https://www.energy.gov/articles/us-department-energy-distribute-first-amounts-haleu-us-advanced-
reactor-developers, https://www.energy.gov/articles/us-department-energy-distribute-next-round-haleu-us-nuclear-industry

DOEの「HALEU利用可能プログラム」下でHALEUの提供を受ける企業8社（第1及び第2ラウンド）
2025年4月及び8月、2026年1月

（2026.05.27更新）
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DOEの「HALEU利用可能プログラム」下でウラン濃縮を行う企業6社
2024年～2026年

企業名 概要

American Centrifuge 
Operating LLC.※
（Centrus の子会社）

• 旧USEC Inc.で、Centrus Energy Corp. (Centrus) の子会社、再転換役務を行う企業にも選定されている
• オハイオ州パイクトンに、HALEU製造のための一連の設備として、ウラン濃縮工程と再転換(deconversion)工程を含む施設を建設予定なお、親会社
のCentrus社は、2022年に締結された契約に基づき、すでにDOE向けにHALEUを生産している。2023年11月には、オハイオ州パイケトンにある
American Centrifuge Plantで生産されたHALEU 20kgをDOEに初納入し、2025年6月25日現在、920kg超のHALEUを生産しDOEに納入し
た旨を発表

• 今後10年間での米国内のウラン濃縮サービス強化のため、2026年1月、DOEと9億ドルのタスクオーダー(包括契約)を締結

General Matter LLC.
• DOEからパデューカ旧ガス拡散施設の跡地をリースし、LEU及びHALEUにも対応可能なウラン濃縮運転を行う。2026年に建設を開始し、2030年代
までの運転開始する予定 

• CEOは、元Space Xのエンジニアで、著名なベンチャーキャピタルであるFounders Fundのパートナーの1人
• 今後10年間での米国内のウラン濃縮サービス強化のため、2026年1月、DOEと9億ドルのタスクオーダー(包括契約)を締結

Louisiana Energy Services 
LLC.
（Urenco傘下）

• Urenco USAは、ニューメキシコ州ユーニスで4,400tSWU/年の遠心分離濃縮施設を運転、2025年から2027年にかけて、700tSWU/年の新規生
産能力を追加し、施設の生産能力を15％増加予定

• Urenco傘下のLouisiana Energy Servicesは、2024年12月、米国原子力規制委員会(NRC)から、HALEU生産に向けた重要な足がかりとなる
最大10%までウラン濃縮を実施できるライセンス(LEU+)を取得済 

Orano Federal Services LLC. 
※

• フランスのOrano SAの子会社であるOrano USA LLC.の連邦政府サービス向け部門 
• フランスのGeorges Besse II施設での経験を活かし、LEU・LEU+・HALEUの一貫供給を目指して、テネシー州オークリッジで約7万平方メートルのウ
ラン濃縮施設 (Project IKE Enrichment) を建設予定 , 

• 今後10年間での米国内のウラン濃縮サービス強化のため、2026年1月、DOEと9億ドルのタスクオーダー(包括契約)を締結
Laser Isotope Separation 
Technologies Inc. 

• 同位体レーザー濃縮施設を、オークリッジのK-25ウラン濃縮施設跡地に建設する予定

Global Laser Enrichment, 
LLC 

• 同社は、エネルギー省から取得した高濃度劣化ウランの残渣を、ケンタッキー州のパデューカ・レーザー濃縮施設（PLEF）施設で再濃縮する事業を行う
予定。

https://www.centrusenergy.com/news/centrus-achieves-key-production-milestone-with-delivery-of-900-kilograms-of-haleu-to-the-department-of-energy/、https://www.energy.gov/articles/us-department-energy-awards-27-
billion-restore-american-uranium-enrichment、https://www.energy.gov/ne/haleu-enrichment-services、 https://www.world-nuclear-news.org/articles/doe-selects-haleu-enrichment-providers

トランプ政権の原子力政策：
米国内での先進炉導入及び核燃料供給確保に向けた動き-3

※再転換を行う企業としても選定 （2026.05.27更新）
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DOEの「HALEU利用可能プログラム」下で再転換を行うとして選定された企業6社
• Nuclear Fuel Services Inc.（親会社はBWX Technologies Inc.(BWXT)）
• American Centrifuge Operating LLC.（親会社はCentrus Energy）
• Framatome Inc.
• Global Nuclear Fuel-Americas LLC.
• Orano Federal Services LLC.
• Westinghouse Government Services LLC.
＊契約期間は最長10年間で、各契約者には最低200万ドルの契約金が支払われる予定(DOEは、最
大8億ドルの予算を用意済)。2026年4月現在、契約締結と役務提供開始に向け準備中

https://www.energy.gov/ne/haleu-deconversion-services

トランプ政権の原子力政策：
米国内での先進炉導入及び核燃料供給確保に向けた動き-4

【参考】 「先進原子炉実証プロジェクト向けHALEUプログラム」
• 制度の趣旨:FY2024国防授権法(NDAA 2024)の第3131条(h)は、「先進原子炉実証プロジェクト向けHALEUプログラム」について、LEUや代替燃料で運転できな

い先進原子炉に対し、DOEが保有しコンソーシアムに提供可能な在庫又は備蓄から、HALEUを提供するための取組を直ちに加速（必要に応じて新規開始を含む）する
ことを義務付けている。

• 優先順位: HALEUの提供に当たっては、X-energyとTerraPowerによる実証プロジェクト(Xe-100 TM とNatrium TM)を最優先とすることが規定されている (両社
はDOEの先進炉支援制度である「先進炉実証プログラム(Advanced Reactor Demonstration Program: ARDP)の中Pathway 1(実証炉建設フェーズ、10年
以内に実証運転、数十億ドル規模の政府支援、建設段階に入っていることが要件)に選択されている、後述参照）

• 供給確保の義務:さらに第3131条(h)は、DOE長官に対し、先進原子炉開発者にニーズとスケジュールを満たすためあらゆる実行可能な選択肢を検討し、必要に応じて
実施することを求めている。

• 供給目標:具体的措置としては、2024年9月30日までに3トン、2025年12月31日までに8トン、及び2026年6月30日までに10トン（合計21トン）のスケジュールで
HALEUの供給を確保することが求められている。

（2026.05.27更新）



90

DOEの「燃料製造パイロットプログラム」で選出された企業5社（第1及び第2ラウンド）
2025年7月及び8月企業名 概要

Standard Nuclear 
Inc.

• テネシー州とアイダホ州の両方で、TRISO燃料製造施設を運転
• テネシー州オークリッジにある自社施設において、高アッセイ低濃縮ウラン（HALEU）を用いたTRISO燃料の

生産を開始、同社はDOEからHALEU原料を実際に受領した初めての企業となった。

Oklo Inc.
• 「Aurora」原子炉（金属燃料・ナトリウム冷却）燃料を含む高速炉用の3つの燃料製造施設の建設・運転
• 2025年12月、DOEは、オクロ社の「Aurora」の初期炉心用金属燃料を製造するための「Aurora燃料製造

施設（A3F）」に関する予備的安全解析書（PDSA）を承認、INL内での施設組み立てが開始された。

Terrestrial Energy 
Inc.

• 段階的なアプローチでの溶融塩燃料の製造プロセスの実証を目的とした試験施設「Terrestrial Energy 
Fuel Line Assembly」の開発

• なお、Terrestrial Energy Inc.は、黒鉛減速・溶融塩燃料炉(Integral Molten Salt Reactor: IMSR)
を開発

TRISO-X LLC.

• 米X-Energy社の子会社、商用 TRISO 燃料製造施設（TX-1)を支援するため、訓練やシステムの検証を
可能にする追加の燃料製造実験施設の建設・運転する。

• 2026年2月13日、TRISO-X社は、10 CFR Part 70に基づく「特別核物質ライセンス」をNRCより取得。こ
れにより、同社は今後40年間にわたり、2つの商業施設（TX-1およびTX-2）においてHALEUを用いた燃料
の商業製造が可能となった。

• TX-1は現在 オークリッジ・ホライズン・センターで建設中であり、TX-2は現在設計段階にある。
Valar Atomics Inc. • Ward250 原子炉及び他の高温ガス原子炉用TRISO 燃料の製造支援

https://www.energy.gov/articles/energy-department-announces-first-pilot-project-advanced-nuclear-fuel-lines, https://www.energy.gov/ne/energy-department-fuel-line-pilot-program

トランプ政権の原子力政策：
米国内での先進炉導入及び核燃料供給確保に向けた動き-5

（2026.05.27更新）



91

DOEが余剰Puの受領交渉を実施する企業として選定した5社
• 概要：

2026年5月、DOEが保有する19.7トンの余剰Pu(金属形態4.4トン、酸化物形態15.3トン)の受領交渉(advanced negotiation)相手先として、
①Oklo社、②Flibe Energy、③Exodys Energy、④Shine Technologies、及び⑤Standard Nuclearが選定された。今後は5社との間で、余
剰Puの受領・利用に関する正式合意に向けた詳細協議・契約交渉が進められる https://www.ans.org/news/article-8075/doe-selects-five-companies-to-negotiate-receipt-of-
surplus-us-plutonium/

企業名 概要

Oklo Inc. 欧州に拠点を置くNewcleo Ltd.と提携し、テネシー州オークリッジに先進燃料センターの開発を進めており、同社と連携し、余剰Puを活用
した先進炉向け燃料の製造・利用を目指している

Flibe Energy Inc.
自社が開発する溶融塩炉であるLFTR（フッ化リチウム・トリウム炉）の開発を進めており、余剰Puについては、炉の初期核分裂
性燃料や将来的なトリウム燃料サイクルの確立に活用する構想を有しているとみられる。また、同社が進める使用済燃料の乾式
再処理技術の研究開発を補完し、将来的な核燃料リサイクル技術の実証にも活用する可能性もある

Exodys Energy Inc. 使用済燃料中のウラン及びプルトニウムを含む超ウラン元素を回収・再利用する核燃料リサイクル技術「UPCYCLE」を開発してお
り、DOEの余剰Puについても、先進炉向け燃料原料として活用することを志向している

Shine Technologies 
LLC

DOEの余剰Puを化学的に処理し、Pu中に生成したアメリシウム(Am)を分離・回収して（提携先である仏国Oranoの分離技術を活用)、
医療・宇宙用途等の放射性同位体として活用するとともに、残りのPuを精製し、ウランとの混合により先進炉向け原料として利用可能な形
態へ転換することを目指している

Standard Nuclear Inc. 提携先のShine Technologiesが計画するPu精製・燃料化プロセスを通じて得られる核燃料物質を活用し、SMR等の先進炉向け高機
能燃料（TRISO燃料を含む）の製造・供給を目指している

トランプ政権の原子力政策：
米国内での先進炉導入及び核燃料供給確保に向けた動き-6

• 経緯：
 2025年5月:トランプ大統領は大統領令14302号「原子力産業基盤の再活性化」で、34トンの解体核兵器由来の余剰Puの希釈処分プログラムを中
止し、先進核技術の燃料製造に利用できる形で産業界に提供することで廃棄するプログラムの確立を指示https://www.presidency.ucsb.edu/documents/executive-
order-14302-reinvigorating-the-nuclear-industrial-base 

 2025年10月:DOEは、19.7トンの余剰Puを先進原子力技術向けに産業界に提供するプログラムを確立するための提案依頼書（RFA）を発行。なお
、DOEは、61.5トンの兵器級Puを余剰と宣言しているhttps://sam.gov/workspace/contract/opp/0fbcbf2a8f5f448ea58e534cf15f1672/view、
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/books/NBK559416/?utm_source=chatgpt.com



トランプ政権の原子力政策：
米国内での先進炉導入及び核燃料供給確保に向けた動き-7 Xe-100TMとNatriumTM 

DOEの先進炉支援制度である先進炉実証プログラム(Advanced Reactor Demonstration Program: ARDP)の中でPathway 1に選択されたX-EnergyのXe-100
TMと、TerraPowerのNatriumTMの概要は以下のとおり

項目 Xe-100TM (X-energy) NatriumTM  (TerraPower/GE Hitachi Nuclear Energy)

炉型 • 高温ガス炉(HTGR-SMR) • ナトリウム冷却高速炉(SFR-SMR)

特徴 • 柔軟な電力供給
• 産業プロセス（水素製造、石油精製等製造の熱源）

• 柔軟な電力供給
• 産業プロセス（海水淡水化、水素製造、化学原料、燃料・化学品製造の熱源)
• ブラックスタート機能(外部電源なしで自力起動可能）
• 燃料利用効率が高く、長寿命核種の燃焼が可能、燃料設計自由度が高い

設計系譜 • 国際的HTGR研究の統合 • GEのPRISM(ナトリウム高速冷却炉)＋TerraPower技術

中性子スペクトル • 熱中性子 • 高速中性子

減速材 • 黒鉛 • 無

熱伝達メカニズム • ヘリウムガス • 溶融塩

出口温度 • 750℃ • 540℃

燃料のウラン濃縮度 • HALEU • HALEU

燃料形態 • TRISO燃料 • ウラン・ジルコニウム合金燃料(U-Zr)

燃料装荷期間/方法 • 運転中適宜交換可能 • 24か月ごと

出力 • 80MWe×4基(計320MWe) • 約345 MWe（最大約500 MWeに増強可能）

政府支援
• DOEのARDPのPathway 1に選択された
• DOEが最大約12.5億ドルを負担し、残りは企業側（X-

energy当が）が負担（コストシェア）

• DOEのARDPのPathway 1に選択された
• DOEが最大約12.5億ドルを負担し、残りは企業側（TerraPower＋GE Hitachi Nuclear Energy

等）が負担（コストシェア）

原子力規制委員会
(NRC)の状況

• 2025年3月に建設許可申請、2026年3月現在、NRCが
審査中(NRCは建設許可スケジュールを18か月と発表）

• 2026年3月4日、NRCが建設許可を正式決定、9日に建設許可を発給
• TerraPowerは、ワイオミング州ケメラーでNatriumTM実証炉の原子炉部分の建設が開始可能となった
 約10年ぶりの非軽水炉(高速炉)の商業炉建設許可＋米国で約10年ぶりの新規原子理炉建設許可
 NRCは当初予定の27か月の審査スケジュールを短縮し、18か月未満で技術審査を完了
 発電所の運転には別途、運転認可の申請とNRCによる承認が必要

実証予定日 • 2030年前半 • 2030年前後

https://nuclearinnovationalliance.org/sites/default/files/2023-03/NIA%20Primer%20-%20March%202023_0.pdf 他 （2026.05.27更新） 92
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• キュリオ(Curio)社
 2025年9月、４つの国立研究所（オークリッジ国立研究所、パシフィックノースウェスト国立研究所、アイダホ国立研究所、サンディア国立研究所）と共同で核燃料サイ

クル技術 NuCycle※の実験室規模での実証を完了。燃料を取り出す革新的なボロキシデーション技術、フッ化物揮発法、PuとTRUの共抽出を可能とする電気分解プ
ロセス、及び保障措置・セキュリティモデルの開発に成功。今後、パイロット規模の NuCycle モジュールのエンジニアリング仕様を最終決定し、2027 年第 4 四半期までに
デモンストレーションを開始する予定。※ NuCycle は、従来プロセスと比較して、純粋なプルトニウム生産を回避し、劇的に廃棄物量を削減可能な設計とされており、経
済性に優れ設置面積が小さく、既知の化学的プロセスを独特な形で利用し、様々な種類の使用済燃料（溶融塩、窒化物燃料等）に対応する。
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2022FY/000475.pdf

• オクロ(Oklo)社
 2025年9月、テネシー州に燃料リサイクル施設を設計、建設、操業する計画を公表(16.8億ドル投資)。2030年代前半にはオーロラ発電炉向けの金属燃料生産を開

始する見通し。同社は、米国に9万トン以上存在する商業炉の使用済燃料をリサイクルして高速炉の燃料とする戦略。リサイクル方法は、パイロプロセス(乾式再処理）
ベースの電解精製によるリサイクル技術の研究開発をDOEのプロジェクト等で実施してきている。同社の電解精製リサイクル技術では、使用済燃料中のU/TRU及びFP
をそれぞれ回収し、U/TRUは高速炉燃料の原料に、FPは廃棄物として処分する。同プロセスでは、プルトニウムは単体分離されずにアクチノイドと混合されたままとなるため
、核不拡散上の懸念も小さくなる利点がある。https://www.jetro.go.jp/biznews/2025/09/1a6d7efd27ec5925.html、 https://www2.rwmc.or.jp/nf/?p=35489 ）

• DOE
 2026年2月、使用済燃料のリサイクル技術の研究開発のため、以下の米国5社に総額1900万ドル以上を交付した旨を公表。これらの企業は、「米国の厳格な核不

拡散基準及び国家安全保障目標を満たす核燃料リサイクル技術に関連する経済的及び技術的な課題の解決を支援するために選定された」。また、プロジェクトは最長3
年間続き、各社は最低でも費用の20％を負担する必要がある。 https://www.energy.gov/ne/articles/does-office-nuclear-energy-awards-19-million-advance-
recycling-used-nuclear-fuel?utm_source=chatgpt.com

トランプ政権の原子力政策：
米国内の民間部門での再処理/リサイクル施設の導入に向けた動き-8

選定された社 実施概要(予定）
Alpha Nur Inc. 米国に拠点を置く研究炉で生産された使用済燃料からHEUを回収し、SMRで再利用可能なHALEUに変換するプロセスを研究・検証予定
Curio Solutions LLC 使用済燃料からUF6ガスを生成するプロセスを開発予定 （2026年: 工学設計・スケールアップフェーズ）
Flibe Energy Inc. 使用済燃料を処理するための電気化学的手法の利用について研究予定
Oklo Inc. 溶融塩中における重元素の析出現象を研究し、パイロプロセス施設の設計を最適化を予定 （2026年: ライセンス・実装準備フェーズ）

Shine Technologies LLC 使用済燃料の輸送、保管、廃棄、及び水素化処理を統合したプロセス設計を開発予定
（2026.05.27更新）




